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(1) 国 内 の 動 向
日清戦争から日露戦争後にいたる期間は,日本資本主義の成長期である｡この時期 (以後
文中にあるこの時期とは明治29年から同39年を指す)にわが国は二度の経済恐慌に見舞われ
たのである｡とくに金本位制の採用や上海の金融逼迫や29年 (1896)大風水害による凶作,
つづく30年 (1897)の凶作による米価の騰貴や一般物価の騰貴,さらに米西戦争の事件を背
景として,30年 (1897)から31年 (1898)にかけて経済恐慌が発生し,それはとくに紡績業
において現われた｡さらに,北清事件や国際的恐慌,綿花の凶作,アメリカの凶作を背景と
して,33年 (1900)から34年 (1901)にかけて経済恐慌が発生し,それはとくに,製糸業,
l_ド
紡績業,金融業に集中して現われたのである｡
(2)
こうした恐慌を背景にして救済対象が広汎に出現してくるのである｡たとえば注目される
のは,横山源之助による『日本之下層社会』の実態である｡とくに貧困階級を2つに分類し,
職工,人足,小作人,賃仕事,車夫,露店人,芸人等を ｢細民｣と呼び,無宿ルンペン,乞
食,浮浪貧民,スラム住人,無職人等 を々 ｢貧民｣と捉え,これら ｢細民｣及び ｢貧民｣を
一括して ｢日本の下層社会｣と名付けたのである｡
こうしたなかで,広汎に児童の貧困問題が出現してくるのであるが,この時期 に至 って
ち,明治政府は救済対象を限定し,救済対応は他救規則と救済関連立法で事足 りるとしたの
である｡
しかし,こうした政府の貧弱な救済対応では,広汎な貧困児童の出現には対応できず,そ
のため,前期 (以後,文中にある前期とは明治元年から同28年を指す)同様,日本国内各地
に各種の児童救済施設の設立をみるのであった｡
まず,この時期に飛躍的に数的増大を示すのが育児院であった(表 1)｡それはこの時期の
経済恐慌やあいつく小災害,凶作等を背景にして設立されたのである｡育児院はこの時期に全
国的な普及をみたのである｡
感化事業では,31年 (1898)に備作意済会が三門学院を設立したのをはじめとして,翌32
午 (1899)には,広島感化院,阿波国慈恵院感化部 (徳島)及び留岡幸助による家庭学 校
(3)
(東京)が設立されている｡
20 研究紀要 (第2号)
(表 1) 育児院の設立動向 (明治29年～同39年)
年次 ｢ 育 児 院 名
汎愛扶植会 (保育 ･育児 ･母子収容)(大阪)｡
岡山,菩薩会孤児院o福井県仏教各派僧呂有志,棄児 ･貧児の収容施設設立｡神奈川暁星開
抗浜分国｡島崎育児園(熊本)｡
其龍女学校(東京)oIJlL-:lF萱養育院(京都)｡新潟養育院｡仁愛女学館(広島)｡龍華孤児院(福岡)O
遠江育児院(静IJYLJ)｡ドLIJ波国ノ桁と,院(徳島)｡東北慈恵院(宮城)｡
青森慈善院｡
三毛育児院｡山陰慈育家庭学院育児部｡長崎孤リ上院｡和散孤児院
大阪救育所｡小倉孤児院 (福岡),佐賀孤児院｡越佐仏教育児園 (新潟)｡津養育院
(三重)｡
狛 itl女[/〔l携 ′J附し児保育会｡東海仏教慈恵学校(愛知)｡魚沼孤児園(新1,与)｡座り己島孤児院｡四
方育児院(富山)｡上川孤児院(北海道)｡東北育児院(青森)｡
雷士育児院(静い･j)ol増1)育児院｡
養育院(滋賀).山口育児院｡呉孤児院｡九華育児園(三重)｡鵜Ll'rj育聴許(lL川3)｡羽陽仏教育
11己院(山形)｡
浜朋托リJ院(島根)｡平安養育院(京都)｡金沢養育院｡会さい孤児院｡大阪調机と園｡感恩講児
童保育院(秋田)｡名古屋養老育児院｡
東北育児院(宮城)｡盛岡孤児院｡鳥取ILrL児院｡岩国孤児院｡佐LiL-保附FL院｡神州愛児院 (宮
崎)O札幌孤児院,茨城孤児院｡南越育児院 (福井)o
33年 (1900)には,児童保護立法 として,画期的な感化法が制定 された｡
感化法(翌鰐 纂阜月10日)
第 1粂 北海道及府県ニ/､感化院ヲ設毘スベシ
第2条 感化院-地方長官之ヲ管理ス
第3粂 感化院こ開スル経Tf,､北海追及府県ノ負担 トス
第 4粂 北海追及府県二於テ-区域内二団体又-私人二属スル感化事業,設巾IF1-アル トキ-内務大臣ノ認
可ヲ得テ之ヲ感化院二代用スルコトヲ待代用感化院二関シテ-本法ノ規程ヲ準用ス
第 5粂 感化抗ニ-左ノ一二該当スル者ヲ入院セシム
1. 満8才以上18才未満ノ名二シテ不良行為ヲ為ス虞7リ且ツ適当二親権ヲ行フモノナク地方長官二
於テ入院ヲ必要 卜認メタル占-
2. 18才未満ノ者ニシテ親権者又-後見人ヨリ入院ヲ出願シ懲治場部 室Lノ言渡ヲ受ケタル幼者地方長
官二於テ)･､必要ヲ認メタル者
3. 裁判所ノ許可ヲ経テ懲戒所二人ルべキ者
第6条 入院籍ノ在国,EJ]間-満20才ヲ超ユルコトヲ得ス,但シ第5粂第3号二該当スル書-此ノ限ニア
ラス
第7粂 地方長官-何時ニテモ条件ヲ特定シテ在院呂ヲ仮二退院センムルコトヲ得 仮退院者二シテ指
定ノ条件二違反シタル トキ-地方長官-復院セシムルコトヲ得
第8粂 感化院長-在院者二対シ親権ヲ行フ 在院をノ父母又-後見人-在院老及仮退院者二対シ親権
又-前見ヲ行フコトヲ得ス 第5粂第2号及第3号二該当スル者ノ財産管理二開シテ-前2項ノ規定
ヲ適用セス
第 9条 感化院長-命令ノ定ムル所ニヨリ在国酋二対シ必要ナル検束ヲ加フルヲ得
第10条 行政庁-第 5条第1号こ該当ス-キ者アル ト認メタル トキ-之ヲ地方長官二具申スべシ 此ノ
場合二於テ-仮二之ヲ留置スルコトヲ得 前項留置ノ期間-5日ヲ超-ルコトヲ得ス
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第11条 地方長室-在院者ノ扶養義務者ヨリ在院典ノ全部又-一部ヲ徴収スルヲ得 前項ノ費用ヲ指定
ノ期限内二納付セサル者アル トキ-国税徴収法例ニヨリ処分スルコトヲ得
第11第ノ2 国庫バ道府県ノ支出二対シ勅令ノ定ムル所二従ヒ6分ノ1乃至2分ノ1ヲ補助ス
第12条 在院苫ノ親族又-後見人ノ､在院者ノ退院ヲ地方長官ニU_日銀スルコトヲ得 前項出願ノ許可ヲ得
サル在院省二開シテ-6箇月ヲ経過スルニ非サレバ退院ヲ出願スルコトヲ得ス
感化法施行規則(詣 習暮嘉2B3与日)
第 1条 地方長官二於テ感化法第5条第 1号及第2号二掲ブル者ヲ入院セシメントキ-入院命令書ヲ交
付スベシ 感化法第 5条第3号二掲グル古二付テ-親権ヲ行フ父Pl･又-後見人-裁判所ノ決定書ヲ地
方長官二塁.Ill,シ入院ヲ出願スべシ
前項ノ場合二於テ入院ヲ許可シタル トキ-入院命令告ヲ交付スべシ 本条ノ場合二於テ-地方長官
-共 ノ老ヲ感化院長二通知スルコトヲ要ス
第 2条 前条ノ通知ヲ受ケタル トキ-感化院長-入院命令書ヲ査閲シクル後入院セシムベシ
第 3粂 府県二於テ感化院ヲ設置セントスル トキ-其ノ位程名称其ノ他必要ナル規則ヲ定メ内務大臣ノ
認可ヲ受クベシ
第 4粂 感化院ニ-地方長官ノ是ムル所二依 り院長其ノ他必要ナル職員ヲ置ク
第 5粂 在院者ニ-独立自営二必要ナル教育ヲ施シ実業ヲ練習セシメ女子二在 リテ-家事裁縫等ヲ修うヨ
セン/ムベシ′
第 6条 感化院長-必要二応シ在院者ヲ適宜公私ノ施設又-私人二託シ教育ヲ施サシメ又-労務二就カ
シムルコトヲ得 但シ所在府県外二於テ公私ノ施設又-私人二託セントスル トキ-地方長官ノ認可ヲ
得クべシ
第 7条 在院者二対スル懲戒及検束ノ方法二付テ-内務大臣ノ認可ヲ経テ地方長官之ヲ走ムべシ
第 8条 在院者ノ衣食療養其ノ他必要ナル費用-扶養義務者二於テ地方長官ノ定ムル所二依 り相当ノ煩
ヲ負担スベシ
地方長官二於テ扶養義務者前重ノ金餌ヲ支弁スル資力ナシト認メタル トキ-其ノー部又-全部ノ免
除ヲ為スコトヲ得
第 9粂 地方長官-感化院ノ職員養成ノ為必要ナル設(/.Lfわヲ感化院二付設スルコトヲ得
第10条 前条ノ規定-代用感化院二之ヲ準用ス
第11条 地方長官ノ､代用感化院二対シ府県班ヲ以テ補助ヲ為スコトヲ得
しかし,感化法が公布されても,各府県の事情により,感化院の設立はみなかったのであ
る｡感化院の全国的普及をみるのは,明治40年 (1907)の刑法改正及び41年 (1908)の感化
法の改正を経てからであったO
この明治33年 (1900)には,東京市養育院が感化部を設置し,35年 (1902)には,神奈川
県立薫育園 (府県立感化院の噂矢)が開設され,37年 (1904)には,東北地方で最初の感化
院として秋田県立陶育院が開設され,さらに39年 (1906)には埼玉学園が開設されたのであ
(4)
る｡
保育事業の動向では,29年 (1896)の鎌倉小児保育院や三井炭坑託児所 (福岡)の開設を
はじめとして,32年 (1899)には警醒学校附設託児所が開設され,33年 (1900)には,野口
(5)
幽香等により貧児対象の二葉幼稚園 (大正4年(1915),二葉保育園と改称)が開設された｡
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37年 (1904)には,日露戦争の勃発を契機に,37年 (1904)から38年 (1905)にかけて,
出征軍人遺家族のための戦時下の保育所が全国各地に200有余設立された｡しかし,その殆
(6)
どほ戦争の終結とともに廃止されたのであった｡
38年 (1905)には,相沢託児園 (横浜)や新城町保育所 (山形)が設立され,39年(1906)
には,神戸に戦役記念保育会による八王寺 ･楠 ･八幡 ･薬仙寺保育所が設立され,福島県須
(7)
賀川では須賀川保育所が設立されている｡前期にもまして,この時期には保育施設が日本国
内各地に設立されるが,未だ全国的な普及をみるまでには至らなかったのであるO
障害児教育の動向では,前期同様,盲唖教育機関が主に開設されている｡29年 (1896)の
東京市養育院の盲唖教育開始をはじめとして,31年 (1898)には福島訓盲学校及び長崎盲唖
学校が設立され,36年 (1903)には訓育慈善会 (山形,米沢盲学校と改称)及び岡崎盲唖学
校 (愛知)が設立されている.38年 (1905)には長岡盲唖学校,松江盲唖学校,上野教育会
附属訓告所,安積訓盲会 (福島)とあい次いで設立されたのである｡この年,国内の盲喧教
育機関は26校で生徒は1,421人であった｡さらに39年 (1906)に盤城訓盲会 (福島),大阪盲
人会,神戸盲唖教育協会,中越盲唖学校,東京盲人教育会とあい次いで設立されたのであ
(8)
る｡
以上のように,この時期の児童救済の展開は,前期同様,政府の救済対応が貧弱で制限主
義的であるため,日本国内名地に各種の児童救済施設が開設されたのであるOそれら施設の
多くは,キリスト教関係者,仏教関係者,篤志の個人 ･団体などの民間人の手に依 り設立さ
れたのであった｡
(2) 長野県内慈善事業の動向
先に述べたように,30年 (1897)から31年 (1898)にかけての経済恐慌及び33年 (1900)
から34年 (1901)にかけての経済恐慌,さらにあい次ぐ災害 ･凶作などを背景にして,救済
対象が広汎に出現してくるのであるが,長野県内でも,この二度にわたる経済恐慌 に加え
て,29年 (1896)から31年 (1898)にかけて連続して県下を襲う水害及び37年(1904),39年
(1906)の水害が重なり中 ･下層農民及び市街地の中 ･下層民を著しい窮乏におとしいれ,
そのため小作農-の転落,出稼ぎ,日雇,都市-の流出が前期にもまして顕著となったので
ある｡
ここでは,とくに30年 (1897)から31年 (1898)にかけての経済恐慌を背景にして窮乏化
する県内細民の状況についてとりあげてみる｡
まず,30年 (1897)9月には,｢下伊那郡飯田地方の貧民2千余名は米価騰貴 の為,9月
2日夜松本商業銀行飯田支店支配人其 二々氏の自宅と米拍用の水車場とに押寄せ,暴行を極
(9)
めたるより,憲兵発砲し,警官は抜剣して之を鎮撫せし--｡｣といういわゆる飯田米騒動が
勃発したのである｡これは,この経済恐慌によって,下層民が如何に困窮を極めていたかを
裏づける象徴的な事件であった｡
(10)
このような米騒動は,長野県ばかりでなく,日本国内各地で発生したのである｡
こうした状況のなかで,内務省は31年 (1898)に,各府県に細民状況調査を命じたが,そ
矢上:長野県児童養護の基礎的研究 23
の報告によれば,長野県の細民は,管内総人口122万余人のところ79,000余人あり,人口
1,000人につき64人7分余に当るものであった｡その細民の生活状況は,衣生活については,
l1' I,
衣服を多少有する者は既に売却するか質入し,濫榎を以て身を掩うにすぎず,また食生活に
ついては,下等米,または南京米に麦 ･釆 ･稗等をまぜたるを上等とし (其量米と等しきも
の稀なり)多くは麦 ･栗 ･稗等の雑穀に野菜若しくは雑草をまぜるもので,しかも老幼また
は労働しない者にあってほ3食を節する等,口腹を飽ずに足らず,甚しきは豆腐糟に雑菜を
加えて一家数ロを糊しあるいは ｢フスマ｣若くは野菜のみを食して1日2食,1食にとどめ
るような状況であったO住生活については,過半矯階なる借家にして傾柱破壁に委し寒風通
するも防く小ことはできず,細雨漏るも凌ぐことができない状況であり,自己所有の家屋とい
えども,また皆狭旗にして嶺廃を修理するに資金なく,敷くものは延滞の類にして,畳を用
いることなく,甚しきほ床板をなくして土間に藁席を敷き,または粗菜なる小屋掛の土間に
生活する状況であった｡以上のような細民の生活状況は県内1市16郡大同小異であり,とく
31日HE
に水害地方にあっては,著しい窮乏状況を皇していたのである｡
こうした状況に対して,長野県は明治31年 (1898)に窮民救助を行ったが,そ の方 法 は
1,施粥2,金品施与3,外国米輸入廉売4,出稼奨励5,北海道移住6,鉄道兵営堤防等
(12)
築造7,地方米輸出禁止8,倹約等であった｡
また,明治30年 (1897)の英照皇太后の崩御の際の下賜金は,慈恵救済資金として,各道
府県に配布されたが,長野県にも10,400円下賜され,これを基金として31年 (1898)1月長
(13)
野県慈恵救済資金が設置されたのである｡
また,この時期には,33年 (1900)の根本報徳社 (上伊那郡東春近村)の設立をはじめと
(14)
して,県内各地に民間の慈善事業団体があい次いで結成されたのである｡
次に,この時期に現われた児童問題をとりあげてみる｡前期同様,この時期には,貧児,
棄児,孤児,不就学児童,欠席児童,女子の身売 りなどの児童問題が発生したのである｡
とくに注目されるのは,貧窮その他の理由 (疾病は除く)による不就学者の実態 である
(表2),明治33年 (1900)から39年 (1906)にかけて,漸次減少していくもののその実態を
見逃すことはできない｡
さらに注目されるのは,『職工事情』(農商務省)のなかにみられる幼年職工 の実態 であ
る｡上諏訪,下諏訪,須坂,松代地方の205の製糸工場対象の調査 (明治32年)によると,
14歳未満の幼年職工が2,342人 (男工57人,女工2,285人)であり,職工全体の17%を占めて
いたのである,そのなかには10歳未満の者が153人 (男工3人,女工150人)みられたのであ
る｡当時長野県下の製糸工場は613ヶ所であるから,幼年職工数がさらに増加することにな
る｡こうしたいたいけな児童が劣悪な労働環境の下で長時間労働を強いられ,身も心も蝕ま
れたのであった｡
(3) 保育事業の動向
この時期における長野県下の保育事業の動向では,まず子守学校についてみると,明治30
午 (1897)の飯田子守教育所の設置をはじめとして,県内各地に子守学校があい次いで開設
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(表2) 明治30年代の就学率 ･貧窮その他による不就学者の状況(長野県)
神津善三郎Jl教育哀史週柚†書房1974 379頁より
されている｡
明治39年 (1906)6月には,長野県における常設保育所の頓矢となる ｢長野高等女学校付
属保育所｣(現長野県立西高等学校幼稚園)が開設されたO同所は当時の同校校長が ｢良母を
養成するには是非共児童を実地に取扱ほしむる必要ありとして幼稚園の如きものを宿望あり
(15)
し--･｡｣とのことで,同校生徒の育児実習の場を目論んで設立したものであり,幼稚園を目
指すものであった｡同所の設置に関して資金のないところから篤志家の寄付を迎ぎ,また保
護者から兼備として50銭,授業料 (保育料)として50銭を徴収する規程があった｡同所の定
員は30名で主任には同校を退職となった宮沢イク子がその任にあたるが,実際の保育に当る
(16)
者は,同校補習科卒の安川チカ子であった｡
そこでの供青の展開は ｢談話,唱歌,遊戯,手技,食事ときめておきますが,校外保育と
いう事を1週少くとも1回,致します｡談話は遊ばせておく呼気のついた事などから始めて
いろいろ昔話などして聞かせます｡唱歌戯は,極面白い簡易なものをやらせて思 ります｡毎
日11時半から,1時間の食事,之も課業の一つにしておきますが,生徒は,之が非常に楽し
みだといって屈 ります024坪の畳のある室の中央にスト-ブを置いて之を囲んで,代 り代り
に御湯など汲ませ,二田こ話したり,教師も話したりします0-番遅いのは,30分位かかりま
(17)
すが,それの終る迄は座らせておきます--･｡｣というもので,ここでは,保育項目に談話 ･
唱歌 ･遊戯 ･手技の4項目を採用していたのである｡
同所は明治43年 (1910)に組織を私立幼稚園に変更したのである｡
(4) 障害児教育の展開
長野県内における盲人教育の嘱矢は,明治27年 (1984) 1月創立の松本町の盲人有志等の
実践であるが,明治30年代に入ってからも,上田地区と長野市にそれぞれ盲人教育機関が設
立されたのである｡
明治30年 (1897)4月に,松本町の盲人教育機関同様,上田地区の盲人たち自らが,上田
盲人教育会を設立し,上田地区の常念寺において,医師金子直射を生理衛生 ･解 剖 な どの
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講師として招き,週に1度の講習会を開始した｡さらに32年 (1899)からは上田尋常小学校
長秋野太郎を点字の読み書き,一般教養等の講師として迎えて,講習会を充実させた｡金子
直射は,上田盲人教育会の経営安定のため,32年 (1899)11月,上田地区の慈善家に呼びか
けて,上田慈善会を結成したのである,これを機会に,上田盲人教育会は,33年(1900)1月
上田慈善会として再発足するのであるが,慈善家の寄付のみに資金をたより,公費の補助の
一切ないところから経営難とな り,34年 (1901)に,その事業は中止されたのであった｡し
かし,上田地区の盲人教育に対する熱意は依然として高く,明治43年(1910)に長野市盲人教
育所卒業の森田佐登志らが,小学校の一部を借用し,上田錨按講習所を開設し,盲人教育を
展開するのであったO同所は45年 (1912)に私立訓盲学校と発展し,さらに大正15年(1926)
に,同校は市-移管され上田市立盲唖学校と発展したのである｡明治30年 (1897)に上田地
区の盲人等が自らの手で細々と始めた盲人教育の実践が,中止されることがあったが,市立
L卜､
盲唖学校-と発展したのである｡本誌前号において述べたように,障害者に対する厳しい社
会情勢のなかで,盲人自らが奮起し,盲人教育機関を創設したことは大いに注 目され てよ
い｡これは,今日の障害者教育,福祉を考える上でも,我々に示唆を与えるものである｡
一方,長野市において,明治33年 (190)3月,長野尋常小学校訓導鷲沢八重吉等が長野
尋常小学校内に私立長野盲人教育所を開設した｡しかし,資金不足からその経営は非常にき
びしいものであった.34年 (1901)から長野市より200円の補助金が交付されたが,同所 の
年間必要経費400円の半額に過ぎず,依然として,経営難が続いたのである｡この年 よ り,
長野盲人教育所は私立長野盲人学校と改称された｡35年 (1902)には,同校の経営の窮状を
救うため,長野楽善会が結成されたのである｡これを機会に,長野盲人学校の設立主体は長
野楽善会となったのである｡さらに,36年 (1903)には,長野尋常小学校内に長野畦人教育
所が開設されたが,39年 (1906)に長野盲人学校と長野唖人教育所が合併し長野盲唖学校と
発展したのである｡同校は大正13年 (1924)に長野市立盲唖学校となり,さらに,昭和8年
(19)
(1933)に県に移管され,長野県立盲唖学校と発展したのである｡
こうして,長野県内には明治20年代末から同30年代はじめにかけて3ヶ所の盲人教育機関
が創設され,後にそれらが市や県に移管されていくのであった｡
(次号につづく)
注
(1) 桟西光速他『日本資本主義の発展[』東京大学出版会,昭和37年229-252貢｡
(2) この時期の二度にわたる経済恐慌による窮乏状況については,田代国;)Jミj二著 『日本社会事業成立
史研究c童心社,昭和39年が詳しい｡
(3)谷山恵林編『日本社会事業大年表』刀江書院,昭和11年182-183頁｡
(4)前掲3,186-193頁｡
(5)前掲3,180-185頁｡
(6) 岡田正章 ｢日露戦争と保育所｣『保育の友』昭和34年7月号18頁｡
(7) 碓井隆次編『類別社会福祉年表』家政教育社,昭和54年68-69頁｡及び前掲3,193頁｡
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(8) 前掲7,､59-69京及び田代国次郎編『福島県社会事業年表』昭和52年5頁｡
(9) 前掲2,162-163頁｡
(10) 前掲2,163-164頁によれば,富山県下,新潟県下,佐賀,高松,豊橋,山形県下,埼玉県下,
静岡県下,東京府下などで騒動が発生している｡
(ll) 田代国次郎編著『日本社会福祉の基礎的研究』童心者,昭和40年191-192貢｡
(12) 前掲3,183頁｡
(13) 長野県社会課『長野県社会事業要覧』大正12年21頁｡
(14) 矢上克巳編『長野県社会事業年表』昭和57年3-4頁｡
(15) 長野県教育史刊行全編『長野県教育史第12巻』昭和52年689頁｡
(16) 前掲15,689貢｡
(17) 前掲15,690頁｡
(18) 長野県特殊教育百年記念事業会編『長野県特殊教育史』昭和54'LF51-52頁及び59頁｡
(19) 前掲18,53-58頁｡
